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研究成果の概要：日本、韓国、中国、そして台湾で行われている大気・水質・廃棄物関連の環

境賦課金制度について、運用実態、環境汚染制御機能、制度の成果と課題に関する調査・研究

を行った。そのため、国内で研究会の開催、国際ワークショップの（中国・韓国・台湾研究者

招聘）開催、現地調査（韓国・中国・台湾）を数多く行った。これらの環境賦課金に関する国

際比較研究は、環境対策のための行財政基盤が脆弱な中で、経済成長の維持と様々な環境問題

への同時的な対応に迫られているアジア諸国にとって、適用可能な制度設計への知見を得ると

ころは大きかった。 

 

交付額 

                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

 2006 年度 4,400,000 0 4,400,000 

2007年度 3,500,000 1,050,000 4,550,000 

2008年度 3,500,000 1,050,000 4,550,000 

年度    

  年度    

総 計 11,400,000 2,100,000 13,500,000 

 
 

研究分野：複合領域 

科研費の分科・細目：環境学／環境影響評価・環境政策 

キーワード：アジアの環境問題、環境賦課金、環境財政、環境行政、持続可能な発展 

 
１． 研究開始当初の背景 

（1）東アジア地域が現在直面している主な
環境問題は、自動車・都市公害、産業公害、
廃棄物問題、そして酸性雨や地球温暖化問題
な ど に 至 る ま で 様 々 で あ る 。        
（2）アジア地域では、こうした環境破壊問
題に加えて資源枯渇問題も速いテンポで進
んでおり、他の地域から注目されている経済
のダイナミズムとは裏腹に持続可能な発展
が大きく危惧されている。 

 
 

 

２．研究の目的 

本書の目的は、日本・中国・韓国・台湾を中
心とする東アジア地域で行われた環境賦課
金制度の運用経験、成果、課題に関する国際
比較分析を行い、これらを持続可能なアジア
に資する制度へと進化させるための条件と
課題を明らかにすることにある。 

 

３．研究の方法 

（1）日本、韓国、中国、そして台湾で行わ
れている大気・水質・廃棄物関連の環境賦課
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金制度について、運用実態、環境汚染制御機
能、制度の成果と課題に関する調査・研究を
行った。 
（2）本研究は理論研究に加え、現地研究者
との国際ワークショップ、現地調査（韓国・
中国・台湾）などから得られた実証的知見が
数多く反映された。 

 

４．研究成果 
（1）環境賦課金は経済主体の環境に有害な
行動に対して経済的ディスインセンティブ
を与える手段であると同時に、税と同じよう
に政府の予算収入が得られる手段でもある。
すなわち課税と支出の両面において政府予
算のグリーン改革を促すファクターである。                  
（2）日本・韓国・中国、そして台湾まで加
えた環境賦課金に関する国際比較研究は、環
境対策のための行財政基盤が脆弱な中で、経
済成長の維持と様々な環境問題への同時的
な対応に迫られているアジア諸国にとって、
適用可能な制度設計への知見を得るところ
が大きかった。 

（3）3年間の研究成果は、下記のような雑誌
論文、学会報告とともに、これらの成果を集
大成するものとして、平成 21 年度中に本学
の研究助成を受けて、単行本として刊行され
る予定でする。 
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